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厚
生
労
働
省
の
労
働
政
策
審
議
会
雇
用
均

等
分
科
会
で
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
を
再

び
大
幅
改
正
す
る
か
否
か
の
論
議
が
始
ま
っ

た
。
女
性
だ
け
で
な
く
企
業
や
社
会
に
大
き

な
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
た
同
法
の
施
行
か
ら
、

来
年
で
二
〇
年
。
男
女
双
方
に
対
す
る
差
別

や
間
接
差
別
の
禁
止
、
妊
娠
・
出
産
な
ど
を

理
由
と
す
る
不
利
益
取
扱
い
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・

ア
ク
シ
ョ
ン
（
積
極
的
差
別
是
正
）
の
効
果

的
な
推
進
方
策
な
ど
、
九
七
年
の
前
回
改
正

時
か
ら
持
ち
越
し
た
宿
題
を
総
ざ
ら
い
す
る

意
味
合
い
も
あ
る
。
論
議
の
た
た
き
台
に
な

る
の
は
、
同
省
男
女
雇
用
機
会
均
等
政
策
研

究
会
が
六
月
に
ま
と
め
た
報
告
書
だ
。 

   

連
合

、対
案
を
決
定 

　
改
正
論
議
の
ス
タ
ー
ト
を
労
働
側
は
歓
迎

す
る
。
連
合
は
十
月
六
日
の
中
央
委
員
会
で
、

対
案
と
な
る
法
改
正
の
要
求
案
を
決
め
た
。

主
要
な
柱
は
六
本
で
、
う
ち
四
本
は
た
た
き

台
と
ほ
ぼ
同
じ
。
①
同
法
を
男
女
雇
用
平
等

法
に
改
称
し
、
男
女
双
方
を
差
別
禁
止
の
対

象
と
す
る
②
間
接
差
別
を
明
文
で
禁
止
す
る

③
妊
娠
・
出
産
を
理
由
と
す
る
不
利
益
取
扱

い
を
禁
止
す
る
④
事
業
主
に
対
し
、
ポ
ジ
テ

ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
行
動
計
画
の
策
定
と

履
行
状
況
の
報
告
を
義
務
づ
け
る
。
た
だ
対

案
は
、
間
接
差
別
の
成
立
要
件
を
「
職
務
上

の
合
理
性
・
正
当
性
を
事
業
主
が
立
証
で
き

ず
、
『
結
果
と
し
て
』
一
方
の
性
に
相
当
程

度
の
不
利
益
を
与
え
る
場
合
」
と
す
る
。
一

方
、
同
省
報
告
書
は
間
接
差
別
を
「
結
果
の

平
等
と
は
異
な
る
」
と
し
、
「
職
務
と
の
関

連
性
」
に
加
え
て
「
業
務
上
の
必
要
な
ど
合

理
性
が
認
め
ら
れ
れ
ば
差
別
に
は
な
ら
な
い
」

と
し
て
い
る
点
で
は
一
線
を
画
す
。 

 

残
り
二
本
の
う
ち
、
一
つ
は
セ
ク
シ
ュ
ア

ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
係
る
も
の
。
セ
ク
ハ

ラ
は
雇
用
均
等
室
に
寄
せ
ら
れ
る
相
談
の
四

割
を
占
め
、
年
間
七
四
〇
〇
件
超
に
も
の
ぼ

る
。
対
案
で
は
男
性
も
保
護
対
象
と
し
、
事

業
主
に
事
前
防
止
と
事
後
の
適
正
対
応
に
係

る
措
置
を
義
務
づ
け
る
よ
う
求
め
る
。
も
う

一
つ
は
、
現
行
の
機
会
均
等
調
停
会
議
の
、

政
府
か
ら
独
立
し
た
「
性
差
別
救
済
委
員
会
」

（
仮
称
）
へ
の
改
組
だ
。
都
道
府
県
単
位
で

設
置
し
、
あ
ら
ゆ
る
性
差
別
の
是
正
に
迅
速

に
対
応
で
き
る
よ
う
「
事
業
主
が
合
理
的
資

料
を
提
出
し
な
け
れ
ば
差
別
認
定
す
る
」
旨

の
明
文
化
も
求
め
て
ゆ
く
。 

　
さ
ら
に
対
案
は
お
茶
汲
み
や
個
別
的
な
仕

事
差
別
な
ど
、
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
の

解
消
に
も
踏
み
込
む
。
例
え
ば
配
置
な
ど
の

差
別
的
取
扱
い
を
禁
じ
て
い
る
第
六
条
。
「
配

置
」
に
は
「
個
々
の
業
務
遂
行
の
命
令
は
含

ま
れ
な
い
」
と
解
釈
さ
れ
る
た
め
、
新
た
に

「
職
務
の
与
え
方
そ
の
他
労
働
条
件
な
ど
に

係
る
差
別
の
禁
止
」
を
盛
り
込
む
よ
う
要
求

し
て
い
る
。
加
え
て
差
別
の
比
較
対
象
を
同

じ
雇
用
管
理
区
分
（
職
種
、
雇
用
形
態
、
勤

務
地
な
ど
）
に
限
る
現
行
指
針
か
ら
、
「
雇

用
管
理
区
分
の
項
を
削
除
す
る
」
よ
う
主
張
。

コ
ー
ス
別
雇
用
管
理
制
度
が
差
別
の
隠
れ
蓑

と
も
指
摘
さ
れ
る
た
め
で
、
「
異
な
る
グ
ル

ー
プ
間
の
合
理
的
扱
い
の
差
異
は
個
別
具
体

的
に
な
さ
れ
る
べ
き
だ
」
と
し
て
い
る
。 

　
厚
労
省
は
〇
六
年
の
通
常
国
会
に
法
案
提

出
を
め
ざ
す
。
二
年
越
し
の
長
丁
場
と
な
る

見
直
し
論
議
に
、
現
段
階
で
の
対
案
づ
く
り

は
早
す
ぎ
る
印
象
だ
。
連
合
の
吉
宮
聰
悟
・

総
合
男
女
平
等
局
長
は
「
対
案
は
こ
れ
ま
で

要
求
し
続
け
て
き
た
も
の
の
集
大
成
。
公
益

側
が
ス
タ
ン
ス
を
固
め
る
前
に
こ
ち
ら
の
主

張
を
ア
ピ
ー
ル
し
た
い
。
や
る
気
を
は
か
り

か
ね
る
同
省
に
エ
ー
ル
を
送
る
意
味
も
あ
る
」

と
話
す
。
連
合
は
対
案
を
基
に
、
政
府
、
政

党
、
経
営
者
団
体
へ
近
く
要
請
を
行
う
。 

   

使
用
者
側

は
消
極
姿
勢 

　
一
方
、
日
本
経
団
連
は
現
在
、
人
事
労
務

管
理
委
員
会
（
安
西
邦
夫
委
員
長
）
で
対
応

を
協
議
中
だ
。
使
用
者
側
は
総
じ
て
今
回
の

改
正
そ
の
も
の
に
消
極
的
と
み
ら
れ
て
い
る
。

と
は
い
え
全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
の
山

克
也
・
常
務
理
事
は
「
中
小
は
現
状
で

も
法
に
実
態
が
追
い
つ
い
て
い
な
い
」
と
前

置
き
し
つ
つ
、
「
使
用
者
側
も
全
く
知
ら
な

い
で
は
済
ま
さ
れ
な
い
」
と
改
正
に
一
定
の

理
解
を
示
す
。 

　
例
え
ば
、
現
行
法
で
は
事
業
主
の
任
意
に

す
ぎ
な
い
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
。
〇

三
年
度
女
性
雇
用
管
理
基
本
調
査
に
よ
れ
ば

三
割
の
企
業
が
す
で
に
実
施
、
約
一
割
が
取

り
組
み
を
予
定
し
て
い
る
。
山

氏
も
「
ポ

ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
事
業
主
の
決
断

如
何
。
コ
ス
ト
負
担
に
な
ら
ぬ
よ
う
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
を
工
夫
し
、
労
使
の
自
主
性
に
任

せ
る
限
り
ど
ん
ど
ん
推
進
す
べ
き
だ
と
個
人

的
に
は
思
う
」
と
話
す
。 

 

使
用
者
側
に
と
っ
て
は
重
い
課
題
ば
か
り

。

労
使
の
歩
み
寄
り
は
可
能
だ
ろ
う
か
。
国
連

女
子
差
別
撤
廃
委
員
会
の
勧
告
な
ど
に
加
え
、

吉
宮
氏
は
「
継
続
審
議
の
人
権
擁
護
法
案
な

ど
も
味
方
に
な
る
」
と
指
摘
す
る
。
法
務
省

が
仕
切
り
直
し
て
い
る
も
の
の
、
同
法
案
は

事
業
主
に
よ
る
労
働
者
の
採
用
、
労
働
条
件

そ
の
他
事
項
に
つ
い
て
、
「
人
種
な
ど
を
理

由
と
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
」
を
禁
止
。

「
人
種
な
ど
」
の
中
に
は
「
性
別
」
も
含
ま

れ
て
お
り
、
ま
た
「
職
務
上
の
地
位
を
利
用

し
、
そ
の
者
の
意
に
反
し
て
す
る
性
的
な
言

動
」
な
ど
も
禁
止
す
る
方
向
で
、
労
使
合
意

を
得
て
い
る
か
ら
だ
。
女
性
だ
け
と
い
う
均

等
法
の
片
面
性
は
、
整
合
が
求
め
ら
れ
る
。 

 

前
回
の
改
正
も
募
集
・
採
用
、
配
置
・
昇

進
な
ど
の
女
性
差
別
の
義
務
化
、
勧
告
に
従

わ
な
い
企
業
名
の
公
表
制
度
、
セ
ク
ハ
ラ
に

対
す
る
事
業
主
の
配
慮
義
務
―
―
な
ど
広
範

に
及
ん
だ
。
使
用
者
側
は
強
く
反
発
し
た
が
、

労
働
基
準
法
の
時
間
外
、
休
日
・
深
夜
労
働

に
係
る
女
子
保
護
規
定
の
解
消
を
労
働
者
側

が
受
け
入
れ
た
こ
と
で
一
気
に
局
面
が
開
け

た
。
今
回
も
、
連
合
は
「
女
性
土
木
技
術
者

が
増
え
る
な
か
職
域
拡
大
を
め
ざ
し
、
労
基

法
第
六
四
条
に
あ
る
妊
産
婦
以
外
の
女
性
に

対
す
る
坑
内
労
働
の
禁
止
規
定
の
廃
止
を
、

来
年
三
月
を
目
途
に
検
討
す
る
」
（
吉
宮
氏
）

と
い
う
。
　 

（
調
査
部
・
渡
邊
木
綿
子
） 
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厚
生
労
働
省
が
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正

な
運
営
指
導
を
強
化
し
て
い
る
。
今
年
三
月

に
改
正
労
働
者
派
遣
法
が
施
行
さ
れ
、
製
造

業
務
へ
の
労
働
者
派
遣
が
可
能
に
な
っ
た
こ

と
を
受
け
た
動
き
だ
。
同
省
は
今
年
四
月
、

こ
れ
ま
で
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
行
っ
て
き
た
労

働
者
派
遣
事
業
な
ど
の
申
請
・
審
査
に
加
え
、

指
導
・
監
督
権
限
ま
で
を
労
働
局
に
集
中
さ

せ
た
。
こ
れ
に
よ
り
東
京
、
大
阪
な
ど
主
要

な
労
働
局
に
は
「
需
給
調
整
指
導
官
」
と
い

っ
た
い
わ
ば
監
視
役
が
配
置
さ
れ
、
偽
装
請

負
や
違
法
派
遣
な
ど
に
係
る
取
り
締
ま
り
を

強
め
る
体
制
が
整
い
つ
つ
あ
る
。 

 

東
京
労
働
局
は
今
秋
、
全
国
に
先
駆
け
「
派

遣
・
業
務
請
負
適
正
化
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
を

実
施
す
る
。
一
一
月
末
ま
で
集
中
的
に
、
一

般
労
働
者
派
遣
事
業
主
や
業
務
請
負
事
業
主

に
自
主
点
検
を
促
す
ほ
か
、
請
負
発
注
元
事

業
主
に
は
適
正
な
請
負
契
約
か
労
働
者
派
遣

に
切
り
換
え
る
よ
う
個
別
指
導
も
行
う
。
ま

た
、
労
働
者
派
遣
と
業
務
請
負
が
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
求
人
の
三
分
の
一
を
占
め
る
ま
で
急
拡

大
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
求
人
窓
口
で
も
適

正
な
請
負
か
否
か
の
確
認
を
強
め
、
自
主
改

善
を
促
す
こ
と
に
し
て
い
る
。 

 

請
負
は
仕
事
の
完
成
の
、
業
務
委
託
は
任

さ
れ
た
事
務
処
理
の
結
果
に
対
し
、
報
酬
を

得
る
民
法
上
の
契
約
だ
。
労
務
の
提
供
そ
の

も
の
が
目
的
の
労
働
契
約
と
は
違
う
。
同
局

が
作
成
し
た
自
主
点
検
表
に
よ
る
と
、
適
正

な
請
負
は
次
の
六
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
ま
ず
は
労
務
管
理
に
つ
い
て
三
つ
。
一

つ
は
、
作
業
場
の
人
数
配
置
、
仕
事
の
割
当

て
、
作
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
な
ど
「
労
働
者
の

業
務
遂
行
に
係
る
指
示
そ
の
他
管
理
を
す
べ

て
受
託
者
が
行
っ
て
い
る
こ
と
」
。
二
つ
め

は
、
就
業
・
休
憩
時
間
の
決
定
、
残
業
や
休

日
出
勤
、
欠
勤
な
ど
「
労
働
者
の
労
働
時
間

に
係
る
指
示
管
理
を
受
託
者
が
行
っ
て
い
る

こ
と
」
。
三
つ
め
は
発
注
者
と
同
一
の
作
業

服
を
着
た
り
、
発
注
者
の
身
分
証
明
書
な
ど

を
使
用
し
た
り
せ
ず
、
「
企
業
秩
序
の
維
持
・

確
保
を
受
託
者
自
ら
行
っ
て
い
る
こ
と
」
。 

 
次
は
「
業
務
管
理
」
に
関
す
る
三
要
件
。

一
つ
は
原
料
・
部
品
、
交
通
費
な
ど
「
業
務

の
処
理
に
必
要
な
資
金
を
受
託
者
が
す
べ
て

自
ら
の
責
任
で
調
達
・
支
弁
し
て
い
る
こ
と
」
。

二
つ
め
は
受
託
側
に
契
約
違
反
が
あ
っ
た
場

合
の
損
害
賠
償
規
定
が
あ
る
、
労
働
安
全
衛

生
の
確
保
・
責
任
は
受
託
者
が
負
う
な
ど
「
業

務
処
理
に
つ
い
て
、
民
法
・
商
法
な
ど
が
規

定
す
る
事
業
主
と
し
て
の
全
責
任
を
負
っ
て

い
る
こ
と
」
。
そ
し
て
三
つ
め
は
受
託
者
の

調
達
す
る
設
備
・
機
器
・
材
料
・
資
材
を
使

用
す
る
か
受
託
者
独
自
の
高
度
な
技
術
・
専

門
性
で
業
務
を
処
理
し
て
お
り
、
「
単
に
肉

体
的
な
労
働
力
を
提
供
す
る
も
の
と
な
っ
て

い
な
い
こ
と
」
。
つ
ま
り
契
約
書
に
は
目
的

の
成
果
物
な
ど
が
明
記
さ
れ
て
お
り
、
そ
の

代
金
は
決
し
て
労
務
単
価
×
人
数
×
日
数
・

時
間
な
ど
と
な
ら
な
い
こ
と
が
肝
心
だ
。 

　
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に
先
立
ち
、
同
局
は
管
内

の
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
主
（
八
月
時
点
で

三
〇
六
四
許
可
・
届
出
事
業
所
）
に
、
「
労

働
者
派
遣
法
等
労
働
関
係
法
令
の
遵
守
の
徹

底
」
を
文
書
要
請
。
併
せ
て
「
請
負
の
適
正

化
の
た
め
の
自
主
点
検
表
」
「
労
働
者
派
遣

事
業
適
正
運
営
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
を
作
成
・

配
付
し
、
す
べ
て
の
業
務
請
負
契
約
に
つ
い

て
自
主
点
検
す
る
よ
う
求
め
た
。
と
い
う
の

も
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
前
に
し
た
六
〜
八
月
、

需
給
調
整
事
業
部
が
業
務
請
負
の
現
場
を
調

査
し
た
と
こ
ろ
、
大
手
も
含
め
て
偽
装
請
負

と
思
わ
れ
る
形
態
が
相
当
数
に
の
ぼ
っ
て
い

た
た
め
。
派
遣
法
に
基
づ
く
是
正
指
導
の
う

え
事
業
主
に
自
主
点
検
さ
せ
た
結
果
、
改
善

を
要
す
る
総
取
引
数
が
実
に
二
万
五
〇
〇
〇

件
超
に
も
及
ん
だ
と
い
う
。
文
書
要
請
は
い

わ
ば
「
需
給
調
整
指
導
官
一
四
人
が
か
り
で

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
中
だ
け
で
も
五
〇
件
ほ
ど
行

う
」
（
廣
木
正
輝
・
需
給
調
整
事
業
第
二
課

長
）
、
指
導
・
監
督
の
事
前
通
告
だ
。 

　
製
造
、
物
流
、
販
売
・
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の

分
野
で
形
式
的
に
は
請
負
契
約
を
結
び
な
が

ら
実
態
と
し
て
は
労
働
者
派
遣
を
行
う
い
わ

ゆ
る
「
偽
装
請
負
」
に
は
、
東
京
労
働
局
に

よ
れ
ば
次
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
多
い
。
例
え

ば
、
一
連
の
単
純
肉
体
労
働
を
日
々
雇
用
の

ア
ル
バ
イ
ト
作
業
員
数
十
人
で
こ
な
し
、
見

せ
か
け
の
現
場
責
任
者
も
置
い
て
請
負
を
装

っ
て
い
た
ケ
ー
ス
。
発
注
元
か
ら
の
指
示
は

そ
の
現
場
責
任
者
（
中
に
は
ア
ル
バ
イ
ト
契

約
も
い
た
）
を
通
じ
て
な
さ
れ
て
い
た
が
、

単
純
作
業
ゆ
え
伝
達
だ
け
で
事
足
り
た
。
現

場
責
任
者
を
含
め
作
業
員
の
出
退
勤
や
残
業

の
管
理
、
就
労
状
況
評
価
は
実
態
と
し
て
発

注
元
が
行
い
、
発
注
元
社
員
と
作
業
員
が
共

同
作
業
を
行
う
際
に
は
発
注
元
か
ら
直
接
、

命
令
を
受
け
て
い
た
。
契
約
内
容
に
具
体
的

な
作
業
の
完
成
に
係
る
記
述
は
な
く
、
使
用

す
る
器
材
、
材
料
は
す
べ
て
発
注
元
が
無
償

で
提
供
し
て
い
た
。 

　
ま
た
偽
装
請
負
に
加
え
、
職
安
法
が
禁
ず

る
二
重
の
労
働
者
派
遣
に
該
当
し
た
こ
ん
な

事
例
も
あ
る
。
メ
ー
カ
ー
が
販
売
促
進
の
た

め
、
量
販
店
に
販
売
補
助
員
を
配
置
し
た
。

補
助
員
は
メ
ー
カ
ー
と
契
約
を
結
ぶ
業
務
請

負
業
者
の
社
員
。
し
か
し
量
販
店
の
指
揮
で

さ
ま
ざ
ま
な
業
務
を
行
う
ば
か
り
か
、
ミ
ー

テ
ィ
ン
グ
へ
の
参
加
や
量
販
店
の
制
服
着
用
、

休
憩
や
勤
務
時
間
延
長
な
ど
の
指
示
ま
で
受

け
て
い
た
。
メ
ー
カ
ー
と
業
務
請
負
業
者
の

契
約
内
容
は
販
促
な
ど
の
業
務
遂
行
だ
っ
た

が
、
実
態
と
し
て
そ
の
料
金
は
時
間
単
価
と

実
働
か
ら
割
り
出
す
形
で
の
補
助
員
派
遣
。

し
か
も
量
販
店
と
メ
ー
カ
ー
・
業
務
請
負
業

者
間
に
は
業
務
請
負
で
あ
れ
労
働
者
派
遣
で

あ
れ
契
約
す
ら
存
在
し
な
か
っ
た
。 

　
会
見
し
た
奥
田
久
美
局
長
は
、
「
軽
作
業

請
負
大
手
も
派
遣
契
約
へ
の
切
換
え
を
進
め

て
い
る
と
聞
く
。
派
遣
・
業
務
請
負
の
適
正

化
に
局
を
あ
げ
取
り
組
み
た
い
。
労
働
安
全

衛
生
法
の
改
正
も
あ
る
。
違
法
状
態
で
労
災

が
起
き
て
か
ら
で
は
遅
い
」
と
話
す
。
「
厚

労
省
か
経
産
省
の
範
疇
な
の
か
ち
ょ
っ
と
分

か
り
に
く
い
」
監
督
官
庁
の
グ
レ
イ
ゾ
ー
ン

に
、
同
局
は
先
陣
切
っ
て
踏
み
込
む
格
好
だ
。 

　
　
　
　
　 

（
調
査
部
・
渡
邊
木
綿
子
） 
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ト
ピ
ッ
ク
ス
 

連
合
が
地
方
協
議
会
に
人
と
金
を
投
入
 

労
働
組
合
 

中央委員会では、地方協議会の再編が提起された 

　
連
合
の
「
第
二
次
組
織
財
政
確
立
検
討
委

員
会
」
（
委
員
長
＝
草
野
忠
義
事
務
局
長
）

の
答
申
が
一
〇
月
六
日
、
連
合
中
央
委
員
会

で
報
告
さ
れ
た
。
答
申
は
、
外
部
有
識
者
人

名
で
構
成
す
る
連
合
評
価
委
員
会
（
座
長
＝

弁
護
士
・
中
坊
公
平
氏
）
の
提
言
を
踏
ま
え

た
運
動
の
「
改
革
実
践
計
画
」
と
な
る
も
の
。

地
域
協
議
会
の
再
編
な
ど
、
地
域
社
会
に
貢

献
す
る
連
合
運
動
の
確
立
を
強
調
し
た
内
容

に
な
っ
て
い
る
。 

   

評
価
報
告

に
対
応
し
た 

　
改
革
計
画
を
策
定 

 

昨
年
九
月
に
公
表
さ
れ
た
評
価
委
員
会
報

告
は
、
「
企
業
別
組
合
主
義
か
ら
の
脱
却
」

な
ど
を
提
唱
。
働
く
も
の
す
べ
て
に
貢
献
す

る
社
会
的
労
働
運
動
の
確
立
が
不
可
欠
だ
と

し
て
、
連
合
運
動
の
抜
本
改
革
を
促
し
た
。

産
別
組
織
や
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
、
地
域

組
織
の
強
化
に
向
け
て
、
人
の
配
置
や
組
合

費
な
ど
の
財
政
面
の
配
分
を
見
直
し
、
各
組

織
の
役
割
分
担
を
改
め
て
明
確
化
す
る
よ
う

求
め
て
い
る
。 

 

改
革
実
践
計
画
は
、
ま
ず
、
連
合
が
こ
の

評
価
報
告
に
対
応
す
る
形
で
進
め
て
い
る
取

り
組
み
状
況
を
テ
ー
マ
別
に
整
理
。
そ
の
う

え
で
、
課
題
（
さ
ら
な
る
改
革
）
を
列
挙
し

た
。
改
革
テ
ー
マ
は
、
①
組
織
の
強
化
拡
大

②
国
民
運
動
・
平
和
運
動
③
政
策
制
度
要
求

の
絞
込
み
と
実
現
力
の
向
上
④
雇
用
・
労
働

諸
条
件
の
取
り
組
み
⑤
人
権
確
立
・
男
女
平

等
の
推
進
⑥
国
際
労
働
運
動
⑦
産
業
別
部
門

連
絡
会
等
⑧
事
務
局
体
制
―
―
な
ど
運
動
全

般
に
渡
っ
て
い
る
。 

   

地
域
協
議
会

の
運
動
ス
タ
イ
ル
の 

　
変
革
を
提
起 

 

実
践
計
画
の
目
玉
は
地
域
協
議
会
の
改
革

。

評
価
委
員
会
報
告
等
の
「
地
域
社
会
に
貢
献

す
る
運
動
の
確
立
・
具
体
化
が
急
務
だ
」
と

の
指
摘
を
重
視
し
、
地
方
連
合
会
（
地
連
）

と
地
方
協
議
会
（
地
協
）
の
活
動
を
見
直
す

こ
と
を
提
案
し
た
。
地
連
の
活
動
を
、
組
織

拡
大
や
政
治
活
動
な
ど
に
特
化
。
そ
れ
以
外

の
活
動
に
つ
い
て
は
、
財
政
面
も
含
め
、
地

協
に
シ
フ
ト
さ
せ
る
こ
と
で
地
域
に
根
ざ
し

た
運
動
の
実
現
を
図
る
。
地
域
社
会
で
頼
り

に
さ
れ
る
地
域
協
議
会
へ
の
変
革
を
強
く
打

ち
出
し
て
い
る
の
が
特
徴
だ
。 
 

具
体
的
に
は
、
地
協
レ
ベ
ル
の
「
地
域
ユ

ニ
オ
ン
」
を
結
成
す
る
こ
と
で
労
働
相
談
や

労
使
紛
争
解
決
機
能
を
高
め
た
り
、
失
業
者

の
就
職
支
援
、
税
・
法
律
相
談
な
ど
勤
労
者

の
多
岐
に
渡
る
生
活
上
の
相
談
に
対
応
す
る

こ
と
で
、
未
組
織
労
働
者
や
中
小
・
地
場
・

パ
ー
ト
労
働
者
な
ど
か
ら
日
常
的
に
頼
り
に

さ
れ
る
拠
り
所
に
し
て
い
き
た
い
と
い
う
。 

 

さ
ら
に
、
相
談
活
動
で
積
み
重
ね
た
解
決

事
例
を
ま
と
め
あ
げ
て
政
策
を
提
言
。
働
く

人
の
街
づ
く
り
や
地
域
お
こ
し
を
プ
ラ
ン
す

る
機
能
も
併
せ
持
つ
こ
と
も
展
望
し
て
い
る
。 

   

専
従
者
配
置

と
自
前
事
務
所
の 

　
設
置
を
提
案 

 
こ
う
し
た
活
動
を
実
践
す
る
た
め
、
各
地

協
は
自
前
の
事
務
所
を
置
き
、
専
従
者
を
配

置
す
る
。
加
え
て
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
団
体
、
退
職
者
、
弁
護
士
、
政
治
家
な
ど

地
元
の
様
々
な
人
材
を
相
談
員
と
し
て
活
用

す
る
。
労
組
だ
け
で
問
題
解
決
を
図
ろ
う
と

す
る
「
自
前
主
義
」
の
運
動
ス
タ
イ
ル
を
転

換
さ
せ
る
こ
と
で
「
地
域
に
顔
の
見
え
る
存

在
」
を
目
指
し
た
い
意
向
だ
。
専
従
者
は
地

域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
「
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
役
」

を
担
う
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。 

 

現
在
、
四
八
一
あ
る
地
協
数
は
三
〇
〇
を

メ
ド
に
再
編
。
当
面
の
第
一
段
階
と
し
て
一

〇
〇
地
協
に
専
従
者
を
配
置
す
る
。
一
〇
〇

地
協
の
選
定
や
専
従
者
の
人
選
を
含
め
た
具

体
的
な
実
施
計
画
は
、
来
年
一
〇
月
の
定
期

大
会
で
提
案
し
、
二
〇
〇
七
年
九
月
ま
で
の

二
年
間
で
第
一
段
階
の
計
画
を
完
成
さ
せ
る
。 

   

今
後

３
年
間
は 

　
新
た
な
負
担
は
求
め
ず 

 

こ
の
第
一
段
階
で
は
、
構
成
組
織
に
新
た

な
会
費
等
の
負
担
は
要
求
し
な
い
。
連
合
本

部
に
「
地
協
強
化
助
成
金
制
度
」
を
設
け
て

必
要
な
補
助
を
行
う
こ
と
な
ど
で
対
処
す
る

方
針
。
た
だ
し
、
〇
七
年
一
〇
月
以
降
の
第

二
段
階
で
の
専
従
者
配
置
な
ど
に
あ
た
っ
て

は
、
各
構
成
組
織
に
新
た
な
負
担
を
求
め
て

い
く
考
え
だ
。 

 

中
央
委
員
会
の
論
議
で
は
、
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ

ン
同
盟
か
ら
「
地
協
の
数
は
衆
院
小
選
挙
区

に
あ
わ
せ
た
の
か
も
知
れ
な
い
が
、
地
域
の

生
活
圏
・
経
済
圏
に
馴
染
ま
な
い
。
三
〇
〇

あ
り
き
で
は
な
く
、
地
域
実
態
に
照
ら
し
て

（
数
を
）
決
め
る
べ
き
だ
。
ま
た
、
人
を
配

置
す
る
と
仕
事
も
つ
い
て
く
る
し
、
長
期
に

渡
る
と
よ
ど
み
も
出
て
く
る
。
専
従
者
の
人

事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
も
考

え
る
必
要
が
あ
る
」
と
の
意
見
が
出
た
。 

 

な
お
、
改
革
の
焦
点
の
一
つ
だ
っ
た
単
組

か
ら
産
別
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
な
ど
へ

の
財
政
配
分
の
見
直
し
は
、
今
答
申
で
は
特

段
の
明
記
は
な
い
。
現
行
八
五
円
の
連
合
会

費
に
つ
い
て
も
、
二
〇
〇
七
年
六
月
ま
で
は

据
え
置
く
と
し
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　 

（
調
査
部
・
新
井
栄
三
） 
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厚
生
労
働
省
は
九
月
二
四
日
、
「
二

〇
〇
三
年
〜
二
〇
〇
四
年
　
海
外
情

勢
報
告
」
を
公
表
し
た
。
今
年
の
報

告
は
、
未
婚
化
・
晩
婚
化
を
背
景
に
、

ま
す
ま
す
進
む
わ
が
国
の
少
子
化
の

現
状
を
踏
ま
え
、
「
諸
外
国
に
お
け

る
少
子
化
の
動
向
と
次
世
代
育
成
支

援
策
」
を
特
集
テ
ー
マ
と
し
て
取
り

上
げ
て
い
る
。
早
く
か
ら
少
子
化
に

直
面
し
て
き
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
五
カ
国

（
フ
ラ
ン
ス
・
ド
イ
ツ
・
イ
タ
リ
ア
・

オ
ラ
ン
ダ
・
ノ
ル
ウ
ェ
ー
）
を
対
象

に
、
育
児
に
対
す
る
経
済
的
支
援（
児

童
手
当
）、
子
育
て
と
仕
事
の
両
立

を
支
援
す
る
制
度
（
育
児
休
業
、
看

護
休
暇
制
度
、
保
育
サ
ー
ビ
ス
）
な

ど
、
次
世
代
育
成
に
効
果
的
と
思
わ

れ
る
施
策
に
つ
い
て
、
各
国
の
制
度

や
利
用
状
況
を
紹
介
。
ま
た
、
定
例

報
告
と
し
て
、
主
要
各
国
の
二
〇
〇

三
年
〜
二
〇
〇
四
年
初
頭
に
か
け
て

の
労
働
及
び
社
会
保
障
情
勢
全
般
の

情
報
を
紹
介
し
て
い
る
。
要
旨
は
以

下
の
と
お
り
。 

  

少
子
化
の
動
向 

　
全
人
口
に
占
め
る
若
年
者
人
口
の

割
合
は
、
す
べ
て
の
調
査
対
象
国
で

一
九
七
〇
年
代
か
ら
八
〇
年
代
前
半

に
か
け
て
低
下
傾
向
が
顕
著
と
な
り
、

一
九
九
〇
年
代
半
ば
に
二
〇
％
を
割

り
込
ん
だ
。
ド
イ
ツ
、
イ
タ
リ
ア
で

は
二
〇
〇
〇
年
に
一
五
％
前
後
の
水

準
ま
で
低
下
し
て
い
る
。 

　
合
計
特
殊
出
生
率
は
、
す
べ
て
の

調
査
対
象
国
に
お
い
て
一
九
七
〇
年

代
以
降
低
下
し
始
め
た
。
一
九
八
〇

年
代
に
入
る
と
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
と
オ

ラ
ン
ダ
で
は
ゆ
る
や
か
な
上
昇
に
転

じ
た
が
、
ド
イ
ツ
、
イ
タ
リ
ア
で
は

ゆ
る
や
か
に
低
下
し
続
け
、
一
・
五

を
割
り
込
ん
だ
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
、

一
九
八
〇
年
代
後
半
か
ら
一
九
九
〇

年
代
前
半
に
か
け
て
な
だ
ら
か
に
低

下
し
た
が
、
依
然
比
較
的
高
い
水
準

を
維
持
し
て
い
る（
図
１
）。 

　
若
年
者
人
口
や
合
計
特
殊
出
生
率

の
低
下
に
は
、
女
性
の
社
会
進
出
や

結
婚
・
出
産
年
齢
の
上
昇
等
の
現
象

が
影
響
し
て
い
る
も
の
と
見
ら
れ
て

い
る
。
こ
の
う
ち
、
結
婚
に
つ
い
て

は
結
婚
数
の
減
少
や
晩
婚
化
、
出
産

に
つ
い
て
は
晩
産
化
が
各
国
共
通
の

特
徴
と
し
て
見
ら
れ
、
出
生
率
の
低

下
を
促
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

五
〇
歳
未
満
の
女
性
の
結
婚
率
（
五

〇
歳
未
満
の
女
性
一
千
人
当
た
り
の

結
婚
数
）
は
、
各
国
と
も
一
九
七
〇

年
代
に
大
き
く
低
下
し
、
一
九
八
〇

年
代
後
半
ま
で
こ
の
傾
向
が
持
続
。

そ
の
後
は
概
ね
〇
・
五
か
ら
〇
・
七

の
間
で
変
動
し
て
い
る
。
女
性
の
初

婚
時
の
平
均
年
齢
は
、
一
九
六
〇
年

か
ら
一
九
七
〇
年
代
に
か
け
て
二
二

〜
二
四
歳
の
水
準
に
低
下
し
て
い
た
。

し
か
し
一
九
七
〇
年
代
前
半
を
境
に

上
昇
に
転
じ
、
現
在
は
二
七
〜
二
八

歳
の
水
準
ま
で
上
昇
し
、
晩
婚
化
が

進
展
し
て
い
る
。 

 

女
性
の
社
会
進
出
を
示
す
労
働
力

率
は
、
全
て
の
調
査
対
象
国
で
上
昇

し
て
お
り
、
女
性
の
就
労
意
識
は
向

上
し
て
い
る
。
出
生
傾
向
が
回
復
し

て
い
る
国
で
は
、
労
働
力
率
の
上
昇

傾
向
が
顕
著
で
あ
り
、
出
生
率
が
低

下
し
て
い
る
国
で
は
上
昇
傾
向
は
ゆ

る
や
か
で
あ
る
。
経
済
協
力
開
発
機

構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
の
調
査
結
果
に
よ

れ
ば
、
出
生
率
の
低
下
傾
向
が
著
し

い
ド
イ
ツ
と
イ
タ
リ
ア
で
は
、
六
歳

以
下
の
子
供
を
持
つ
カ
ッ
プ
ル
の
七

〜
八
割
程
度
が
母
親
の
就
労
を
理
想

と
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現

実
に
就
業
し
て
い
る
の
は
四
割
前
後

と
な
っ
て
お
り
、
理
想
と
現
実
が
大

き
く
乖
離
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
国 

「2003年～2004年 海外情勢報告（海外情勢白書）」 
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で
は
、
仕
事
を
続
け
る
た
め
子
供
を

持
つ
こ
と
を
躊
躇
す
る
女
性
も
多
い

と
考
え
ら
れ
る
。 

  

次
世
代
育
成
支
援
策 

　
育
児
に
対
す
る
経
済
的
支
援
策
に

つ
い
て
、
調
査
対
象
国
で
は
、
い
ず

れ
も
出
産
休
暇
制
度
が
あ
り
、
休
暇

中
は
賃
金
の
八
〇
〜
一
〇
〇
％
を
保

障
す
る
手
当
が
支
給
さ
れ
て
い
る（
表

１
）。
ま
た
育
児
に
対
す
る
手
当
も

支
給
さ
れ
て
お
り
、
三
歳
未
満
の
子

供
一
人
に
対
す
る
一
カ
月
当
り
の
支

給
額
を
み
る
と
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ

ツ
及
び
ノ
ル
ウ
ェ
ー
が
比
較
的
高
い

水
準
に
あ
る（
表
２
）。 

 

子
育
て
と
仕
事
の
両
立
支
援
策
に

つ
い
て
、
出
産
休
暇
の
最
長
期
間
は
、

ド
イ
ツ
の
一
四
週
間
か
ら
イ
タ
リ
ア

の
五
カ
月
ま
で
と
な
っ
て
い
る（
表

３
）。
ド
イ
ツ
以
外
で
は
父
親
が
出

産
時
に
休
暇
を
取
得
す
る
制
度
も
法

制
化
さ
れ
て
い
る
（
フ
ラ
ン
ス
＝
出

産
後
一
一
日
、
オ
ラ
ン
ダ
＝
同
二
日
、

ノ
ル
ウ
ェ
ー
＝
出
産
直
後
の
二
週
間

な
ど
）。
育
児
休
暇
制
度
に
つ
い
て

は
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
、
ノ
ル
ウ

ェ
ー
で
は
、
子
供
が
三
歳
に
な
る
ま

で
の
取
得
が
可
能
で
あ
る
上
、
長
期

間
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る

（
表
４
）。
一
方
、
イ
タ
リ
ア
と
オ
ラ

ン
ダ
は
、
子
供
が
八
歳
に
な
る
ま
で

の
間
に
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、

休
暇
の
合
計
期
間
は
そ
れ
ぞ
れ
一
〇

カ
月
、
六
カ
月
と
短
い
。
ま
た
、
ノ

ル
ウ
ェ
ー
で
は
出
産
休
暇
明
け
に
父

親
だ
け
が
取
得
で
き
る
パ
パ
・
ク
オ

ー
タ
制
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
取
得

率
が
九
割
に
達
し
て
い
る
。 
 

保
育
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
少

子
化
の
進
行
し
て
い
る
ド
イ
ツ
、
イ

タ
リ
ア
で
は
集
団
託
児
施
設
の
整
備

が
遅
れ
て
い
る（
表
５
）。
フ
ラ
ン
ス

で
は
、
託
児
施
設
の
整
備
に
取
り
組

む
一
方
、
認
定
保
育
マ
マ
（
自
宅
か

乳
幼
児
の
自
宅
で
保
育
サ
ー
ビ
ス
を

行
う
者
）
制
度
の
拡
充
に
努
め
、
現

在
は
こ
の
制
度
が
主
流
と
な
っ
て
い

る
。
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
、
集
団
託
児

施
設
の
整
備
が
比
較
的
進
ん
で
お
り
、

対
象
乳
児
の
六
六
％
が
保
育
施
設
を

利
用
し
て
い
る
。 

 

多
様
な
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め

の
取
り
組
み
と
し
て
、
オ
ラ
ン
ダ
で

は
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
推
進
に

○出産休暇手当（出産休暇を取得する女性に、家族給付全国基金が休暇前賃
金の80％を支給） 
○母性手当（出産休暇を取得する女性に対し、疾病金庫又は連邦保険庁から
１日につき就労禁止期間の開始前３カ月間の平均手取り日額が支払われる。
疾病金庫からは１日13ユーロ、連邦保険庁からは総額210ユーロが上限） 
休暇期間中も平均賃金相当額が使用者から支払われ、母性手当を受給した場
合にはその額が控除される。 
○出産手当（出産休暇を取得する女性に、休暇前賃金の80％を支給） 
○全国社会保障機関の出産手当（一定の社会保険料を納めた女性に対して一
時金1,671.76ユーロを支給） 
※この他、州独自の出産手当がある。 
○賃金保障（出産休暇を取得する女性に全国失業基金・就労不能基金が休暇
前賃金の100％を支給。ただし、日額163.33ユーロが上限） 
○出産手当（出産休暇を取得する女性に、国民保険が休暇前賃金の80％ま
たは100％を支給。ただし、年収325,020クローネが上限） 

フランス 
 
ドイツ 
 
 
 
 
イタリア 
 
 
 
オランダ 
 
ノルウェー 

表１ 出産時の手当 

○家族手当 
20歳未満の子どもが２人以上いる世帯に支給される。子どもが２人の場合
月額112.59ユーロ、３人の場合256.83ユーロ、第４子以降子ども１人当た
り144.25ユーロが加算される。 
○乳幼児迎え入れ手当－基礎手当 
子どもが誕生してから３歳になるまでの間（2004年1月1日以降に生まれた
子どもが対象。2003年までに生まれた子どもについては乳幼児手当が支給
される）、月額161.66ユーロが支給される。 
18歳未満の子どもを持つ親は、次の２つの制度のうち１つを選択すること
ができる。また、２歳以下の子どもを養育する非就業・不完全就業（週30時
間以下の就業）の者は育児手当を受給できる（就業経験のない者も受給可能）。 
○児童手当 
子ども１人につき月額154ユーロ（第４子以降は179ユーロ）が支給される｡ 
○児童扶養控除 
子ども１人につき、年間5,808ユーロの扶養控除が適用される。 
○家族手当 
農家や自営業者で未成年の子どものいる世帯に対して、子ども１人当たり月
額10.21ユーロが支給される。所得制限あり（３人家族の場合、年収
19,555.12ユーロ以上で支給停止）｡ 
○核家族手当 
未成年の子どもを３人以上持つ被用者に対して支給される。支給額は家族構
成と世帯所得によって異なる（年間総所得が19,904.35ユーロ以下の世帯の
場合、年間1,437.54ユーロが支給される）。 
18歳未満の子どもを持つ親は、児童手当か税制上の優遇措置を選択できる。 
○児童手当 
18歳未満の子どもを持つ親に対して支給される。支給額は子どもの年齢に
よって異なる（６歳未満の子ども１人に対して３カ月で176.62ユーロが支
給される）。 
○児童控除 
世帯最高所得者の年収等により変わるが、18歳未満の子どもが３人以上いて、
最高所得者の年収が28,079ユーロ以下の世帯の場合、721ユーロが控除される。 
 この他、補足児童控除等がある 。 
○児童手当 
18歳未満の子どもを持つ親に対して、子ども１人当たり月972クローネが支
給される。 
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表２ 育児に関する主な手当 
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よ
り
女
性
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
が

積
極
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
、
結
婚
、

出
産
後
も
働
く
女
性
が
大
幅
に
増
加

し
て
い
る
。
全
世
帯
に
占
め
る
共
働

き
世
帯
の
割
合
は
三
六
％
（
一
九
九

〇
年
）
か
ら
五
一
％
（
二
〇
〇
二
年
）

ま
で
増
加
し
て
い
る
。 

 

調
査
対
象
国
の
中
で
は
、
フ
ラ
ン

ス
、
オ
ラ
ン
ダ
及
び
ノ
ル
ウ
ェ
ー
に

お
い
て
、
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
が

可
能
と
な
る
よ
う
な
環
境
整
備
が
進

ん
で
い
る
と
評
価
で
き
る
。
こ
れ
ら

三
カ
国
の
合
計
特
殊
出
生
率
が
比
較

的
高
い
水
準
に
あ
る
こ
と
は
、
子
ど

も
を
出
産
し
て
も
女
性
が
働
き
続
け

る
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
の
重
要
性

を
示
唆
す
る
も
の
と
言
え
る
。 

  

今
後
の
課
題 

　
各
国
で
少
子
化
の
進
展
に
伴
い
、

経
済
成
長
を
支
え
る
労
働
力
の
確
保

や
健
全
な
社
会
保
障
制
度
の
維
持
な

ど
、
若
年
者
人
口
の
減
少
が
社
会
に

及
ぼ
す
影
響
に
対
す
る
関
心
が
高
ま

り
つ
つ
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
現
在

で
は
、
調
査
対
象
国
を
含
む
多
く
の

国
に
お
い
て
、
結
婚
や
出
産
は
個
人

的
な
問
題
と
幅
広
く
認
識
さ
れ
て
い

る
。
こ
の
た
め
政
府
が
結
婚
や
出
産

の
促
進
自
体
を
目
的
と
し
て
施
策
を

講
じ
る
こ
と
は
稀
で
あ
り
、
子
供
を

持
つ
家
庭
や
個
人
の
負
担
を
軽
減
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
講
じ
ら
れ
て

い
る
こ
と
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
。 

　
こ
う
し
た
中
で
、
少
子
化
が
進
展

し
て
い
る
イ
タ
リ
ア
は
第
二
子
を
出

産
し
た
母
親
に
対
す
る
政
府
か
ら
の

一
時
金
制
度
の
導
入
に
踏
み
切
る
な

ど
、
少
子
化
の
克
服
に
向
け
て
政
府

が
出
生
の
促
進
自
体
を
目
的
と
し
て

施
策
を
講
じ
る
ケ
ー
ス
も
見
ら
れ
つ

つ
あ
る
。
少
子
化
に
直
面
し
た
国
が
、

そ
の
国
の
実
情
を
踏
ま
え
、
結
婚
や

出
生
と
い
う
個
人
的
な
問
題
に
ど
の

よ
う
な
政
策
手
段
を
組
み
合
わ
せ
て

関
与
し
て
い
く
か
、
今
後
の
取
り
組

み
が
注
目
さ
れ
て
い
る
。 

　 

（
国
際
研
究
部
　
大
島
秀
之
） 

○出産後６週間を含む最短８週間、最長16週間（３人目以降又は双子以上
には特例あり） 
○産前６週間、産後８週間の計14週間 
○産前２カ月＋産後３カ月又は産前１カ月＋産後４カ月の計５カ月（労働内
容により出産後７カ月までの取得が可能） 
○産前６～４週間、産後10～12週間の計16週間 
○産前12週間、産後６週間の計18週間 
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表３ 出産休暇 

○養育休暇 
３歳未満の子どもを持つ親が取得できる。１～３年間休職するか、パートタイム
労働に移行できる。休暇中は第一子が生まれた場合には最長６カ月、子どもが２
人以上いる場合には対象となる子どもが３歳になる前の月まで賃金補助が支給さ
れる。 
○両親休暇 
３歳未満の子どもを持つ親が取得できる。両親合わせて最長３年間、休暇を取得
するか、パートタイム労働に移行することができる。休暇中、子どもが満２歳に
なるまでは育児手当が支給される。 
○両親休暇 
子どもが満８歳になるまでの間、両親合わせて10カ月取得できる。休暇中は賃
金の30％が全国社会保障機関から支給される。 
○育児休暇 
子どもが満８歳になるまでの間、合計６カ月間に週労働時間の半分を休暇として
取得できる。フルタイムで取得する場合は最大13週間取得できる。民間の労働
者は労働協約に特別の定めがない限り無給である。公的部門の労働者は賃金の７
５％まで支給される。 
○育児休暇 
３歳未満の子どもを持つ親が取得できる（最初の１年は両親が分割して取得し、
残り２年は父親と母親が１年ずつ取得する）。休暇中は出産休暇（産前３週間と
産後６週間）及びパパ・クオータの４週間を含む42週間まで国民保険より休暇
前賃金相当額が支給される（52週間の80％支給も可能）。 
○パパ・クオータ 
母親の出産休暇後から子どもが満１歳になるまでの間の最長４週間。休暇中は国
民保険より、出産前の母親の就業割合に応じた賃金相当額が支給される。利用し
ない場合、出産・育児休暇手当の支給期間（合計52週間または42週間）がその
分短縮される。 
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表４ 育児休暇制度 

託児所は３歳未満の乳幼児を対象とする。 
1997年に行われた調査では、３歳未満の乳幼児の9.5％が託児所に預けられている。 
1998年の集団託児所の受入能力は13万8,400人であるが、政府は2001年から
2004年までにさらに25万人増加させる予定である。 
保育所は０～３歳までの乳幼児を対象とする。 
保育所の整備は旧西独地域を中心に遅れている。ノストライン・ヴェストファー
レン州における保育所の利用者の割合は2001年で2.3％である。 
政府は2005年から保育施設整備費として各自治体に15億ユーロの補助金を給付
する予定。保育所及び学童保育所のカバー率を20％に引き上げることを目標と
している。 
保育所は３歳未満の乳幼児を対象とする。 
2003年の保育所数は3,008か所である。保育所の定員数は３歳未満の乳幼児数の
約６％であり、整備が遅れている。 
保育所は０～４歳の乳幼児を対象とする。 
2001年では対象となる乳幼児の22.5％が利用している。 
保育施設は０～５歳の乳幼児を対象とする。 
2002年では対象となる１～５歳児の66％が利用している。 
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表５ 乳幼児向け集団託児施設 


